
平成２８年（２０１６年）１０月３０日３ こだいら 市　議　会　だ　よ　り

単位：円

合　計

会派名・人数（平成２８年３月３１日現在）

説　明経費項目 緑の党
こだいら
１人

生活者
ネットワーク

３人

日本共産党
小平市議団
４人

フォーラム
小平
６人

市議会
公明党
６人

政和会
８人

９,２４０,０００３３０,０００９９０,０００１,３２０,０００１,９８０,０００１,９８０,０００２,６４０,０００交付決定額（Ａ）

２,２７２,３１８０２４０,５３０１２８,３９９７９７,１７６０１,１０６,２１３会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調
査研究及び調査委託に関する経費調査研究費

支　

出

１,７３４,４１３１１,０１０６７,２６８３１５,２７７９９,９４２１,２１０,９１６３０,０００会派が研修会を開催するために必要な経費及び
団体等が開催する研修会の参加に要する経費研修費

２,５２７,０４６２２１,４８８２７３,１３２６０５,４４８９４０,０３２３９６,２３９９０,７０７会派が行う活動及び市政について市民に報告す
るために要する経費広報費

１,０９９,９０６０２１,７５００００１,０７８,１５６
会派が行う市民からの市政及び会派の活動に対
する要望、意見の聴取、市民相談等の活動に要
する経費

広聴費

０００００００会派が要請及び陳情活動を行うために必要な経
費

要請及び
陳情活動費

０００００００
会派が行う各種会議を開催するために必要な経
費及び団体等が開催する意見交換会等各種会議
への会派としての参加に要する経費

会議費

１９３,８７９００４４,８０７２３,３１６５０,８７１７４,８８５会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経
費資料作成費

７００,７５７９９,０２１２０９,９２１１５２,２０７９９,２０９９０,６１１４９,７８８会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に
要する経費資料購入費

０００００００会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費人件費

０００００００会派が行う活動に必要な事務所の設置及び管理
に要する経費事務所費

８,５２８,３１９３３１,５１９８１２,６０１１,２４６,１３８１,９５９,６７５１,７４８,６３７２,４２９,７４９支出合計（Ｂ）

７１３,２０００１７７,３９９７３,８６２２０,３２５２３１,３６３２１０,２５１返還額（Ａ－Ｂ）

平成27年度決算

特別委員会を
設置

（市長提案の説明要旨）

　

平
成　

年
度
の
決
算
議
案
が
９
月

２７

定
例
会
最
終
日
に
提
出
さ
れ
、
議
会

で
は
審
査
の
た
め
の
特
別
委
員
会
を

設
置
し
ま
し
た
。
特
別
委
員
会
は　
１０

月　

日
か
ら
４
日
間
開
催
さ
れ
、
い

１１
ず
れ
の
議
案
も
認
定
す
べ
き
も
の
と

決
し
ま
し
た
。
今
後
、　

月
定
例
会

１２

初
日
に
委
員
長
報
告
が
行
わ
れ
、
そ

の
後
採
決
さ
れ
る
予
定
で
す
。

【
一
般
会
計
】

　

歳
入
総
額
６
百　

億
３
千
２
百　

２７

３３

万
円
、
歳
出
総
額
６
百　

億
５
千　

１５

３３

万
円
、
実
質
収
支
は　

億
７
千
３
百

１１

　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

３９
　

歳
入
で
は
、
市
財
政
の
根
幹
を
な

す
市
税
が
、
個
人
市
民
税
は
増
と
な

り
ま
し
た
が
、
法
人
市
民
税
や
都
市

計
画
税
が
減
と
な
り
、
５
年
ぶ
り
に

前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
防
災
行
政
無
線
の
整

備
、
特
別
緑
地
保
全
地
区
の
用
地
購

入
、
認
可
保
育
園
の
施
設
整
備
費
等

の
補
助
、
前
立
腺
が
ん
検
診
の
実
施
、

小
平
第
三
小
学
校
拡
張
用
地
の
購
入
、

小
平
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・　

号
２３

線
の
整
備
、
小
平
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン

及
び
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総

合
戦
略
の
ほ
か
、
公
共
施
設
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
基
本
方
針
の
策
定
な
ど
、
小

平
市
第
三
次
長
期
総
合
計
画
に
沿
っ

た
事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

財
政
力
の
強
さ
を
示
す
財
政
力
指

数
や
、
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す

経
常
収
支
比
率
等
の
各
種
財
政
指
標

で
は
、
一
部
に
改
善
傾
向
が
見
ら
れ

る
も
の
の
、
歳
入
で
は
、
市
税
収
入

が
５
年
ぶ
り
に
前
年
度
を
下
回
っ
た

ほ
か
、
歳
出
で
は
、
依
然
と
し
て
民

生
費
を
中
心
と
し
た
支
出
の
増
加
が

続
い
て
お
り
、
市
財
政
は
指
標
に
見

ら
れ
る
ほ
ど
上
向
い
て
は
お
ら
ず
、

難
し
い
財
政
運
営
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額
２
百
６
億
千
７
百　

万
９１

円
、
歳
出
総
額
２
百
３
億
５
千
百　
７９

万
円
、
実
質
収
支
は
２
億
６
千
６
百

　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

１２
　

歳
入
で
は
、
国
民
健
康
保
険
税
が

前
年
度
に
比
べ
３
・
６
％
、
１
億
３

千
３
百　

万
円
の
減
と
な
り
、
一
般

９６

会
計
繰
入
金
は　

億
円
を
繰
り
入
れ

２７

ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
保
険
給
付
費
が
前
年

度
に
比
べ
０
・
６
％
、
７
千
百　

万
７６

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
保
険
財
政
共
同
安
定
化

事
業
の
拡
充
に
よ
り
、
歳
入
の
共
同

事
業
交
付
金
、
歳
出
の
共
同
事
業
拠

出
金
が
と
も
に
大
幅
増
と
な
っ
た
こ

と
で
、
歳
入
歳
出
全
体
の
規
模
が
拡

大
し
ま
し
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額　

億
３
千　

万
円
、
歳

３８

６５

出
総
額　

億
９
千　

万
円
、
実
質
収

３７

７２

支
は
３
千
９
百　

万
円
と
な
り
ま
し

９３

た
。

　

歳
入
で
は
、
被
保
険
者
数
の
増
な

ど
に
よ
り
保
険
料
が
前
年
度
に
比
べ

　

万
円
の
増
と
な
り
、
歳
出
で
は
、

４１６広
域
連
合
納
付
金
が
前
年
度
に
比
べ

５
千
２
百　

万
円
の
増
と
な
り
ま
し

４７

た
。

　

な
お
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

小
平
市
の
対
象
者
は
約
２
万
５
百
人

で
す
。

【
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額
百　
億
千
７
百
８
万
円
、

１８

歳
出
総
額
百　
億
４
千
５
百　
万
円
、

１６

３５

実
質
収
支
は
１
億
７
千
百　

万
円
と

７２

な
り
ま
し
た
。

　

第
１
号
被
保
険
者
数
は
４
万
２
千

７
百　

人
、
要
介
護
、
要
支
援
の
認

５３

定
者
数
は
７
千
９
百　

人
と
な
り
、

５４

と
も
に
前
年
度
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。

第
１
号
被
保
険
者
数
は
ほ
ぼ
計
画
値

に
沿
っ
た
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

認
定
者
数
は
後
期
高
齢
者
数
の
増
等

に
よ
り
、
被
保
険
者
数
よ
り
も
増
加

率
が
高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
介
護
保
険
料
等
の
増

に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
３
・
４
％
の

増
と
な
り
、
歳
出
で
は
、
９
割
以
上

を
占
め
る
保
険
給
付
費
が
３
・
４
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

【
下
水
道
事
業
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額　
億
４
千
６
百　
万
円
、

３９

５６

歳
出
総
額　

億
６
千
２
百　

万
円
、

３６

４０

実
質
収
支
は
２
億
８
千
４
百　

万
円

１６

と
な
り
ま
し
た
。

　

下
水
道
長
寿
命
化
基
本
構
想
に
基

づ
き
、
下
水
道
管
渠
調
査
を
実
施
す

る
と
と
も
に
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い

た
改
築
・
修
繕
工
事
の
計
画
を
立
て

ま
し
た
。
ま
た
、
下
水
道
総
合
地
震

対
策
計
画
に
基
づ
き
、
引
き
続
き
マ

ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ
を
設
置
す
る
な
ど

計
画
的
に
進
め
て
い
ま
す
。

 

◎
＝
委
員
長　

○
＝
副
委
員
長

■
一
般
会
計
決
算
特
別
委
員
会

　

◎
佐
野　

郁
夫　

○
滝
口　

幸
一

　
　

虻
川　
　

浩　
　

川
里　

春
治

　
　

木
村
ま
ゆ
み　
　

さ
と
う
悦
子

　
　

佐
藤　
　

徹　
　

中
江　

み
わ

　
　

橋
本　

久
雄　
　

日
向
美
砂
子

　
　

細
谷　
　

正　
　

松
岡　
　

篤

　
　

山
岸
真
知
子　
　
吉
本
ゆ
う
す
け

■
特
別
会
計
決
算
特
別
委
員
会

　

◎
幸
田　

昌
之　

○
吉
瀨
恵
美
子

　
　

浅
倉　

成
樹　
　

石
毛
航
太
郎

　
　

磯
山　
　

亮　
　

伊
藤　
　

央

　
　

小
野　

高
一　
　

小
林　

洋
子

　
　

佐
藤　
　

充　
　

竹
井
よ
う
こ

　
　

津
本　

裕
子　
　

永
田　

政
弘

　
　

平
野
ひ
ろ
み
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平成27年度（改選後５月分以降）　 会派別収支状況

　平成２７年度（５月分以降※）の政務活動費について、その収支を報告します。
※平成２７年５月に議員の改選が行われたため、改選後の議員任期における平成２７年５月分以降について報告します。

　政務活動費とは、地方自治法第１００条第１４項から第１６項まで及び小平市議会政務活動費の交付に関する条例の規定により、議員の調査研究その他の活動に資するため、必要な経
費の一部として、議会における会派に対して交付されるものです。
　会派の所属議員数に応じ、１人当たり月額３万円をかけた金額がその年度に交付されます。交付を受けた会派には、年度終了後に政務活動費収支報告書を提出することが義務づ
けられています。

各会派の収支報告書や領収書等を平成２５年度分からホームページで公開しています。
詳しくは小平市議会のホームページ（http://www.city.kodaira.tokyo.jp/gikai/）をごらんください。


